
　　

　　

(単位：円)

458,400

222,900 261,900

(注) 　給料月額は、給与抑制措置を行う前のものです。

最高号給の給料月額

135,600 185,800 366,200

243,700 309,200 356,400 393,800 414,300 428,600

6 級 7 級

289,200 320,6001 号 給 の 給 料 月 額

2 級 3 級 4 級 5 級

千円

5,579 5,898

　職員手当には退職手当を含みません。
　職員数は、平成21年4月1日現在の人数です。

年度

(注)1
2

新城市の給与・定員管理等について

　　　　　　％

935,301 5,539,510

(参考)

B/A

人 件 費 率

平成 20年度の人件費率

　　　　　千円人

千円

2,329,220

97.2

　新城市は、平成17年10月1日に合併(旧新城市、旧鳳来町、旧作手村が対等合併)しているため、合併日より前の時点における
データはありません。
　空欄としている事項については、後日掲載予定です。
　他の地方公共団体の給与・定員管理の状況は、「地方公共団体給与情報等公表システム」をご覧ください。
　＜アドレス＞　http://www.soumu.go.jp/C-gyousei/j-k_system/inDex.html

376,377

【参考】地域手当補正後ラスパイレス指数(平成22年4月1日現在)

(注)1
2
3

798,008 3,503,605

2　一般行政職給料表の状況(平成22年4月1日現在)

1 級

(参考)類似団体平均
一 人 当 た り 給 与 費

　　　　　　　　　　　％

給 与 費

千円 千円千円 　　　　　千円

　　　　　千円

計    B 給 与 費 B/A給 料A 職 員 手 当 期末 ･勤勉手当

21 22,646,14150,948

住 民 基 本 台 帳 人 口

B

区 分

人

1　総括

25.7

職 員 数

A(平成21年度末)

24.5

一 人 当 た り

区 分

　　　　　　千円

(1) 人件費の状況(普通会計決算)

(2)職員給与費の状況(普通会計決算)

(3) 特記事項

(4) ラスパイレス指数の状況(各年4月1日現在)

実 質 収 支 人 件 費歳 出 額

年度

1

2
3

21 628

　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。
　特記事項1より新城市の5年前の状況はありません。

(H17)
95.5

(H17)
97.6(H22)

97.2 (H22)
96.7

(H22)
98.8

90.0

95.0

100.0

105.0

新城市 類似団体平均 全国市平均

1



歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円 歳 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

円 円

円 円

円 円

円 円

円 円 円

円 円 円

円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

①一般行政職

②技能労務職

―

5,298,515

― ―

1.13

4,085,100 1.30

3,707,600

43.8

区 分

368,572新 城 市

愛 知 県

国

339,691

41.9

393,41943.6 442,505

383,940 358,484

新 城 市

高 校 卒

247,200

該当者なし 該当者なし

民 間

平 均 給 与 月 額

336,742 396,333

うち清掃職員

公 務 員

53.8 284,187

(1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況(平成22年4月1日現在)

268,707

331,740

―325,579

公 務 員 (C) 民 間 (D)

参 考

C/D

参 考

年 収 ベ ー ス ( 試 算 値 ) の 比 較

平 均 給 与 月 額
( 国 ベ ー ス )

区 分

― ―

274,046

44.3

256,505

271,567

263,847254,479

平 均 年 齢 平 均 給 料 月 額

平 均 給 与
月 額 (A)

1.36

1.474,432,657 3,008,200

277,600

317,954

265,733

265,200

経 験 年 数 10 年

314,000

172,200

359,900

―

経 験 年 数 15 年 経 験 年 数 20 年

172,200

(3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況(平成22年4月1日現在)

140,100140,165

―

173,436
一般行 政職

4,190,496

5,258,952 3,855,000

中 学 卒

高 校 卒

該当者なし

うち用務員

区 分

該当者なし

259,700

該当者なし 320,500

287,400

区 分

大 学 卒

152,600

高 校 卒 140,100

―

区 分

―類 似 団 体

一般行 政職

自家用自動車運転手

318,916

380,416

322,291

307,852295,951

(注)1
2

3

4

　「平均給料月額」とは、平成22年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。
　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当込みのもの
であり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
 また、「平均給与月額(国ベース)」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含まれていな
いことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。
　民間における「平均年齢」及び「平均給与月額」は、賃金構造基本統計調査において公表されている平成17年から平成19年の
3ヶ年平均です。
　年収ベースの「公務員(C)」及び「民間(D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度
に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

技能労 務職

283,80056.9

49.3 ―

1.20

用務員 213,600

54.8

51.8 394,821

52.0 339,653 304,900

54.6

―

― ― ―

― ― ―

―

1.3049.7

― ― ―

1.16294,000286,475

―

廃棄物処理業従業員

平 均 年 齢
平 均 給 料
月 額

平 均 年 齢
対 応 す る 民 間
の 類 似 職 種

A/B

39.7

53.8

330,454

平 均 給 与
月 額

(国ベース)

調理師

平 均 給 与
月 額 (B)

44.6

271,300 0.97

49.1 ―

うち自動車運転手

新 城 市

類 似 団 体

愛 知 県

3　職員の平均給与月額、初任給等の状況

大 学 卒

技能労 務職

国

うち清掃職員

うち学校給食員

うち用務員

うち自動車運転手

愛 知 県新 城 市

(2) 職員の初任給の状況(平成22年4月1日現在)

国

うち学校給食員

395,666

339,591

339,136

284,514

2



人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

人 ％

  

部長

(注)1
2
　平成18年度より9級制から7級制に変更しています。(旧給料表の1級及び2級並びに4級及び5級をそれぞれ統合)
　特記事項1より5年前の構成比はありません。

(注)1
2

主査

7 級 12 3.5

18.764

16.3

12.5

56副部長・課長

43

　新城市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。
　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

6 級

4 級

副課長

標 準 的 な 職 務 内 容

主任

地方公務員法第40条に基づき、毎年1月1日を評定日として勤務成績の評定を実施しています。

2　昇給への勤務成績の反映

人事評価制度の導入までは特段の理由がない限り昇給区分に差を設けていません。

構 成 比

8.730

(2) 昇給への勤務成績の反映状況

1　勤務成績の評定の実施状況

24.5

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 542 級

3 級

区 分

1 級

5 級

4　一般行政職の級別職員数等の状況

職 員 数

定型的な業務を行う職務

15.7

84

(1) 一般行政職の級別職員数の状況(平成22年4月1日現在)

1級
8.7%

1級
6.8% 1級

2級
15.7%

2級
18.4%

2級

3級
24.5%

3級
23.2%

3級

4級
18.7%

4級
19.8%

4級

5級
12.5%

5級
11.9%

5級

6級
16.3%

6級
15.3%

6級

7級
3.5%

7級
4.5%

7級
0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成22年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比
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( ( (

千円1,405

支 給 率

支給職員1人当たり平均支給年額(平成21年度普通会計決算)

支 給 対 象 地 域

15

0

％

―

支給実績(平成21年度普通会計決算)

21 人

新 城 市 ( 上 記 以 外 ) 人

1人当たり平均支給額　　　　 23,139

国 の 制 度 ( 支 給 率 )

200,714 円

支 給 対 象 職 員 数

その他の加算措置 その他の加算措置

なし(退職時特別昇給 )

月分

47.50 月分

％％

定年前早期退職特例措置
(2～20％加算)

新 城 市 ( 医 師 ･ 歯 科 医 師 ) ％15

0

千円千円4,637

月分

月分

定年前早期退職特例措置
(2～20％加算)

30.55

月分41.34

59.28

59.28

月分

59.28

勤続25年 月分

勤続20年

33.50

23.50 月分

勤続35年

最高限度額

勤続25年

勤続35年

最高限度額

 月分 1.40

月分

 月分

月分

国

(支給率) 　　　　　　　　 勧奨・定年

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況(一般行政職)

)月分 (

(支給率)　　　　　　　　　 自己都合

―

期末手当

(1) 期末手当・勤勉手当

月分

月分

1.40

(平成21年度支給割合)

勤勉手当

(加算措置の状況)

評定結果に基づき成績率を決定し、支給しています。

1.50 )月分 ( 0.70 )月分

(加算措置の状況)

2.75

新 城 市

勧奨・定年自己都合

0.70

地方公務員法第40条に基づき、基準日(毎年6月1日、12月1日)を評定日として勤務成績の評定を実施しています。

1.50 0.70

(注)

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算    5～20％
・管理職加算 10～25％

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算     5～20％

1　勤務成績の評定の実施状況

2　勤勉手当への勤務成績の反映

(加算措置の状況)

 月分2.75  月分

(平成21年度支給割合)

期末手当 勤勉手当

1.40

(平成21年度支給割合)

5　職員の手当の状況

)月分 (

2.75  月分

1,386

勤勉手当

千円

新 城 市

1人当たり平均支給額(平成21年度)

国

)月分

1人当たり平均支給額(平成21年度)

1,809 千円

1.50

愛 知 県

)月分

 月分

期末手当

職制上の段階、職務の級等による加算措置
・役職加算   　3～20％
・管理職加算 　4～25％

　退職手当の1人当たり平均支給額は、平成21年度に退職した職員に支給された平均額です。

　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

(2) 退職手当(平成22年4月1日現在)

月分

(注)

(3) 地域手当(平成22年4月1日現在)

59.28

59.28月分59.28

月分

30.55

月分

23.50勤続20年

41.3433.50

47.50
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円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

救急勤務手当

右記の業務に従事した医師及び歯科医師

救急医療に対応するため､市民病院で宿日直勤務に従事した
とき(4時間未満)

23

職員全体に占める手当支給職員の割合(平成21年度)

12,257

82,818

救急医療に対応するため､市民病院で宿日直勤務に従事した
とき

1回

1回

1回

100,160

1回

20,000

6,400
救急医療に対応するため､市民病院で宿日直勤務に従事した
とき(4時間以上6時間未満)

33.0

支給職員1人当たり平均支給年額(平成21年度普通会計決算)

車両通行下における道路上で、道路等施設の保守作業に従事
したとき

1件

日額

坑内で指導監督等に従事したとき

正規の勤務時間外に、臨宅用地買収交渉業務に従事したとき

日額

日額

日額

有害薬品の取扱業務に従事したとき

行旅死亡人の収容作業に従事したとき

3,200

救急医療に対応するため､市民病院で宿日直勤務に従事した
とき(6時間以上)

斎場における火葬作業又は霊柩車運送作業に従事したとき

手当の種類(手当数)

職員1人当たり平均支給年額(平成21年度普通会計決算)

職員1人当たり平均支給年額(平成20年度普通会計決算)

正規の勤務時間外に漏水等に対処するため、待機をしたとき

支給実績(平成21年度普通会計決算)

行旅死亡人取扱手当

し尿の収集処理作業に従事したとき

炉内・ピット内で清掃業務に従事したとき

右記の業務に従事した一般事務職員

70,215支給実績(平成20年度普通会計決算)

140

千円

千円

千円

千円

204

診療行為に従事したとき

1回

夜間看護等手当

右記の業務に従事した市民病院の医療職給料表(二)又
は医療職給料表(三)の適用を受ける職員

感染症に感染又は感染のおそれのある検体の病理検査に従事
したとき

正規の勤務時間以外に救急医療業務に従事したとき

深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
(深夜の全部)
深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
(4時間以上)
深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
(2時間以上4時間未満)

200

1,000

400

300

290

300

700

日額

7301回

1回 2,100

1,920

異常な自然現象により重大な災害が発生若しくは発生のおそ
れのある現場で応急作業若しくは応急作業のための災害状況
の調査に従事したとき

(注) 　「支給実績」、「支給職員1人当たり平均支給年額」及び「職員全体に占める手当支給職員の割合」は平成21年度における特殊
勤務手当としての額です。

右記の業務に従事した職員

診療手当
右記の業務に従事した市民病院の医師及び歯科医師

右記の業務に従事した作手診療所の医師

右記の業務に従事した職員

道路上等で、遺棄された犬、ねこ等の動物の死体、危険物等
の収集処理作業に従事したとき

右記の業務に従事した職員

感染症発生現場で事故処理又は消毒作業に従事したとき

ごみの収集作業に従事したとき

右記の業務に従事した消防職員

放射線取扱手当

日額

(5) 時間外勤務手当

災害応急作業等手当
1,080 円

坑内作業手当 右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

炉内作業手当

用地交渉手当

斎場手当

右記の業務に従事した職員

道路上作業手当

日額

防疫等作業手当

遺棄物収集処理手当

右記の業務に従事した福祉事務所の査察指導員及び現
業員

1件

1件

日額

賦課調査手当

滞納整理手当

千円

　円

　％

(4) 特殊勤務手当(平成22年4月1日現在)

左記職員に対する支給単価

病理検査手当 右記の業務に従事した臨床検査技師又は衛生検査技師

施設維持待機手当

診療行為に従事したとき

有害薬品取扱手当 右記の業務に従事した職員

正規の勤務時間外に救急医療業務に従事するため、待機をし
たとき

支給実績(平成21年度普通会計決算)

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

収集処理手当

手 当 の 名 称

福祉事務所現業員手当

3,000

生活保護等の現業業務に従事したとき

主 な 支 給 対 象 業 務主 な 支 給 対 象 職 員

種類

救急救命措置手当

夜間消防業務手当 右記の業務に従事した消防職員

医療待機手当
右記の業務に従事した作手診療所の医療職給料表(二)
又は医療職給料表(三)の適用を受ける職員

右記の業務に従事した市民病院の医療職給料表(二)又
は療職給料表(三)の適用を受ける職員

1,000

1,700

日額

日額

日額

日額

滞納処分による臨宅差押、差押物件の引上げ、公売処分に従
事したとき

滞納整理のため臨宅徴収業務に従事したとき

市税の課税資料に関する現場調査に従事したとき

日額

1回

230

市民病院の診療収入の5％の範囲内
で市長の定める額

診療所の診療収入の5％の範囲内で
市長の定める額

日額

800

250

600

1,000

300

450

6,800

正規の勤務時間外に救急医療業務に従事するため、作手診療
所の転送電話を所持して待機をしたとき

1回

230日額

1回 1,240

3,300

2,900

エックス線その他の放射線等を人体に照射する作業に従事し
たとき

深夜に市民病院に勤務し、看護に従事したとき
(2時間未満)

深夜に消防署に勤務したとき

2,000

1回

円

1回 1,400

1回

円

日額 710

救急救命法第2条第2項に規定する救急救命士の資格を有する
消防職員で、救急救命士法施行規則第21条各号のいずれかに
該当する救急救命措置に従事したとき

異常な自然現象により重大な災害が発生若しくは発生のおそ
れのある現場で巡回監視等に従事したとき

1回 800

右記の業務に従事した市民病院の医療職給料表(三)の
適用を受ける職員

右記の業務に従事した医療職給料表(二)又は医療職給
料表(三)の適用を受ける職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した職員

右記の業務に従事した診療放射線技師又は診療エック
ス線技師

右記の業務に従事した職員
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円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

円

( 円 )

円

( 円 )

月分

月分

　　(算定方式) (1期の手当額) (支給時期)

円

円

円

円

1,014,000 401,500

399,600

円/

円/

円

円

円

822,000

240,000

円/

円/

円/

305,000

250,000503,000

457,000

円

円

円

543,000議 長

副 議 長

議 員

489,000

409,000

372,000

議 長

給料月額×在職月×35/100

(平成21年度支給割合)

市 長

議 員

副 議 長

3.10

市 長

副 市 長

775,000

925,000

775,000
副 市 長

833,000

区 分

手 当 名

扶 養 手 当
6,500

限度額

・借家(家賃12,000円を超える場合のみ)

15,838― 4,118

同 じ
・一般の扶養親族

休 日 勤 務 手 当

同 じ

4,200 円

・勤務1時間当たりの支給額×135/100 円― 30,362 千円 268,690

9,300,000給料月額×在職月×25/100

宿日直手当

給 料 月 額 等

(参考)類似団体における最高/最低額

任期ごと

3.10

任期ごと

給

料

・副課長職

同 じ

市 長

4,000

6　特別職の報酬等の状況(平成22年4月1日現在)

同 じ

・勤務1回

内 容 及 び 支 給 単 価

議

員

報

酬

期

末

手

当

　給料及び報酬の(　)内は、減額措置を行う前の金額です。
　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額及び支給率に基づき、1期(4年＝48月)  勤めた場合における退職手当の
見込額です。

退

職

手

当 備 考

15,540,000

(平成21年度支給割合)

(注)1
2

副 市 長

24,500

・交通用具利用(片道2㎞以上のみ)

―

支 給 実 績
( 平 成 21 年 度
普 通 会 計 決 算 )

千円

―

23,233

・交通機関利用(6か月定期券等による運賃
相当額)

(6) その他の手当(平成22年4月1日現在)

・部長職

27,000

―

(配偶者がいない場合は1人目11,000円､16
歳から22歳までの子は1人につき5,000円加
算)

43,606

・課長相当職 54,000

・副課長相当職

住 居 手 当

・配偶者 13,000

管 理 職 員
特 別 勤 務 手 当

限度額

管理職手当
58,200

通 勤 手 当

―

77,012 円

・副部長・課長職 6,000 697

・部長相当職 75,200

―
・副部長相当職

78,711 円千円

支給職員1人当たり
平 均 支 給 年 額
( 平 成 21 年 度
普 通 会 計 決 算 )

同 じ

65,847 千円

―

国 の 制 度
と の 異 同

国の制度と
異なる内容

円22,982 210,844

230,234 円

円

千円

千円―

566,265

37,700

8,000

千円 円
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(各年4月1日現在)

-1

-5

1

0

-1

1

0

-1

-2

人

人)

-1

1

人

人)

-5

-2

-1

-1

-17

[ ] [ ] [ 0 ] 人
合 計

主 な 増 減 理 由
対 前 年
増 減 数

(1)部門別職員数の状況と主な増減理由

7　職員数の状況

＜参考＞

176.26人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

(類似団体の人口1万人当たり職員数

下水道の業務体制見直し

88.52

431

76

小 計

病 院

水 道

下 水 道

小 計

商 工

土 木

(注)1
2

915

そ の 他

　職員数は一般職に属する職員数です。
　[     ]内は、条例定数の合計です。

898

民 生

一

般

行

政

部

門 計

教 育 部 門

議 会

労 働

22税 務

農 林 水 産 30

1,064

21

30

287 -9

19

5

平 成 22 年平 成 21 年

23

総 務 103108

普

通

会

計

部

門

消 防 部 門

衛 生

職 員 数

121

2

154

29

12

155

11

43

　 　　　区   分

　部   門

29

278

54

43

620

11

122

224

12

219

628

2

-8

-8

(類似団体の人口1万人当たり職員数

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

議員定数削減による事務量の減

＜参考＞

83.03人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　

企業誘致推進による業務増

保育所の職員配置見直し

村誌編さん室の廃止､総合支所の業務体制見直し

消防及び救急体制の充実

給食調理業務の体制見直し

収納業務等の体制充実

家畜診療所の廃止

52

423

75

総合支所の業務体制見直し

診療業務等の縮小による医療関係職員の減

東三河農業共済組合への職員派遣終了

1,064

公

営

企

業

等

会

計

部

門

121.69

＜参考＞

65.51

清掃関連業務の体制見直し

6
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(単位：人･％)

　　　　　　　　 年  度

  部 門 別
17 年 18 年 19 年 20 年 21 年 22 年

過 去 5 年 間 の
増 減 数 ( 率 )

(▲14.7%)

(▲18.3%)

(2.5%)

(▲12.3%)

▲ 73

普 通 会 計 計 708 681 659

3

▲ 114

▲ 201

▲ 87

総 合 計

76

122

899

278

教 育

消 防

公 営 企 業 等 会 計 計

621

86

(▲18.3%)

93

496 470

120

91

453 438

120

▲ 17

119

(▲29.1%)

937

431

77

120

79

637 629

287300319392 347

47 歳 51 歳

60 歳

　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。
　合併した団体にあっては、合併前の年については合併前の旧団体の合計職員数。

職 員 数
人

～

56 歳

人 人

43 歳

28 歳

計

52 歳

～

44 歳 48 歳

23 歳

～

20 歳20 歳 36 歳

5 103

人 人

18987104

35 歳 39 歳

人

～

人

～

人

～ ～
24 歳 32 歳 40 歳

27 歳 31 歳

50 82

人

423一 般 行 政

1,100 1,028 978 916

(注)1
2

121

区 分

未 満

～

(注)1 　特記事項1より5年前の構成比はありません。

以 上

～

(2)年齢別職員構成の状況(平成22年4月1日現在)

～

55 歳

(3)職員数の推移

898

人

114121

人人人

69 73

59 歳

0

2

4

6

8

10

12

14

16

20
歳
未
満

20
～
23

24
～
27

28
～
31

32
～
35

36
～
39

40
～
43

44
～
47

48
～
51

52
～
55

56
～
59

60
歳
以
上

%

構成比

5年前の構成比
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